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1.  平成23年3月期の業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 6,487 3.0 527 7.9 555 9.3 312 13.3
22年3月期 6,299 △9.4 488 8.2 508 17.0 275 10.1

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 106.18 ― 14.2 11.1 8.1
22年3月期 93.67 ― 14.0 10.2 7.8

（参考） 持分法投資損益 23年3月期  ―百万円 22年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 5,030 2,313 46.0 786.72
22年3月期 4,941 2,076 42.0 706.02

（参考） 自己資本   23年3月期  2,313百万円 22年3月期  2,076百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 364 △9 △322 1,073
22年3月期 586 △16 △396 1,039

2.  配当の状況 

(注）22年３月期期末配当金の内訳は、普通配当15円00銭、記念配当は2円00銭であります。 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
純資産配当

率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ― 10.00 ― 17.00 27.00 79 28.8 4.0
23年3月期 ― 10.00 ― 15.00 25.00 73 23.5 3.3

24年3月期(予想) ― 10.00 ― 15.00 25.00 22.6

3.  平成24年3月期の業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 3,200 6.5 220 27.1 235 26.9 135 26.2 45.90
通期 6,500 0.2 530 0.5 565 1.8 325 4.1 110.51



4.  その他 

(1) 重要な会計方針の変更 

（注）詳細は、【添付資料】16ページ「会計処理方法の変更」をご覧ください。 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たりの当期純利益の算定の基礎となる株式数については、【添付資料】23ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有

② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 4,587,836 株 22年3月期 4,587,836 株

② 期末自己株式数 23年3月期 1,646,952 株 22年3月期 1,646,796 株

③ 期中平均株式数 23年3月期 2,940,917 株 22年3月期 2,941,156 株

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終
了していません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている予想数値は、当社が現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確実な要素を含んでおります。 
実際の業績等、業況の変化等により予想数値と異なる場合があります。なお、予想に関する事項は、【添付資料】２ページを参照してください。 
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(1）経営成績に関する分析 

①  当期の経営成績 

  当事業年度における住宅向けの管工機材業界におきましては、住宅市場は在庫調整の進展や住宅ローン減税、贈

与税の非課税限度枠拡大などの税制措置や、環境に配慮した住宅の普及促進のための住宅版エコポイント制度等の

各種施策により、緩やかに持ち直しの動きが見られました。しかし、その一方で、厳しい雇用・所得環境に対する

先行き不透明感などから新設住宅着工戸数は低迷を続けており、当業界を取り巻く経営環境は、依然として厳しい

状況で推移いたしました。 

  このような事業環境のなか、当社では、自社ブランド製品の充実、得意先との連携、物流サービスの差別化、販

売管理システムの構築、経費削減に積極的に取り組み、全社をあげて業績の向上に努めてまいりました。 

  なお、平成23年３月11日に発生しました東日本大震災につきましては、当社への人的被害や事業に支障をきたす

重大な損害の発生はなく、業績への影響は軽微にとどまりました。 

  この結果、当事業年度における売上高は、64億８千７百万円（前期比3.0％増）となりました。利益面では、営

業利益は５億２千７百万円（前期比7.9％増）、経常利益は５億５千５百万円（前期比9.3％増）となり、当期純利

益は３億１千２百万円（前期比13.3％増）となりました。 

②  次期の見通し 

  次期におきましては、平成23年３月11日に発生しました東日本大震災がもたらす個人消費動向や経済情勢への影

響が懸念され、景気の先行きは不透明な状況が続くものと思われます。 

 当業界におきましても、新設住宅着工戸数は引き続き低調傾向であり、回復には時間を要するとともに原材料価

格の高騰も懸念され、前期同様に厳しい状況で推移すると予想されます。 

  このような厳しい見通しのもと、当社は、効率を重視した活動の強化とともに、前年に引き続き自社ブランド製

品の充実、物流サービスの差別化などに積極的に取り組み、全社をあげて業績の向上に努めてまいります。 

 次期の業績につきましては、売上高65億円（前期比0.2％増）、経常利益５億６千５百万円（前期比1.8％増）、

当期純利益３億２千５百万円（前期比4.1％増）を予想しております。  

  

(2）財政状態に関する分析 

①  資産、負債及び純資産の状況 

（イ）資産 

  流動資産の残高は、前事業年度末に比べて９千９百万円増加し、41億７千２百万円となりました。 

  これは主に、たな卸資産が減少したものの売上高が増加したことで売上債権が増加したことによるものです。

  固定資産の残高は、前事業年度末に比べて１千万円減少し、８億５千７百万円となりました。 

  これは主に、保険積立金が増加したものの減価償却の計上により有形固定資産が減少したことによるもので

す。 

  この結果、総資産は、前事業年度末に比べて８千８百万円増加し、50億３千万円となりました。 

  

（ロ）負債 

  流動負債の残高は、前事業年度末に比べて３億５千９百万増加し、20億９千万円となりました。   

 これは主に、借入金の長期から短期へのシフトによる増加や仕入債務が増加したことによるものです。 

  固定負債の残高は、前事業年度末に比べて５億７百万円減少し、６億２千６百万円となりました。 

  これは主に、借入金の長期から短期へのシフトによる減少や有利子負債の純減によるものです。 

  この結果、負債合計は、前事業年度末に比べて１億４千８百万円減少し、27億１千６百万円となりました。 

（ハ）純資産 

  純資産合計は、前事業年度末の資本合計に比べて、２億３千７百万円増加し、23億１千３百万円となりまし

た。 

  これは主に、配当金の支払いによる減少はあったものの、当事業年度における当期純利益３億１千２百万円計

上したことによるものです。 

  

１．経営成績
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②  キャッシュ・フローの状況 

  当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、10億７千３百万円となり、前事

業年度末に比べ３千３百万円の増加となりました。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  営業活動の結果、得られた資金は３億６千４百万円（前年同期比37.8％減）となりました。 

  これは主に、法人税等の支払２億４千１百万円や売掛債権の増加等の支出要因があったものの、税引前当期純利

益を５億４千５百万円計上し、仕入債務の増加やたな卸資産の減少等で資金の増加があったことによるものであり

ます。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  投資活動の結果、使用した資金は９百万円（前年同期比44.8％減）となりました。 

  これは主に、投資有価証券の取得による支出等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  財務活動の結果、使用した資金は３億２千２百万円（前年同期比18.6％減）となりました。 

  これは主に、有利子負債の純減２億４千４百万円と配当金７千７百万円の支払いによるものであります。 

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

（注１）株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

（注２）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

（注３）有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象としておりま

す。 

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

  当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要政策と認識し、将来の事業展開と経営体質強化のために必要

な内部留保を確保しつつ、業績に応じた適正な配当水準の維持向上に努めることを基本方針としております。 

  また、内部留保金につきましては、財務体質の強化を図りながら、事業拡大のための研究開発費用や設備投資等に

役立てる考えであります。 

  配当につきましては、株主への利益還元策の一環として、中間配当金は１株につき10円00銭を行い、期末配当金は

１株につき15円00銭とさせていただきたく、本年６月開催予定の第61期定時株主総会に付議する予定であります。 

  また、次期の年間配当金は、１株につき普通配当25円00銭（中間配当金10円00銭、期末配当金15円00銭）を予定し

ております。 

  平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期 

自己資本比率（％）  37.5  42.0  46.0

時価ベースの自己資本比率（％）  68.4  52.1  52.0

キャッシュ・フロー対有利子負債比率

（年） 
 6.8  2.2  2.9

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）  73.5  28.4  22.7

自己資本比率 ：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率 ：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ ：キャッシュ・フロー／利払い 
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(4）事業等のリスク 

・新設住宅着工・民間設備投資の動向について 

  主要取扱品目である給排水器具等は住宅・非住宅の水廻りに関連した資材であるため、新設住宅着工・民間設備投

資の動向により当該品目の売上が影響を受ける傾向があり、増改築向けの製品の開発やホームセンター等新規ルート

への販売強化により影響の低減に努めておりますが、新設住宅着工等の低迷が当社の経営成績に影響を及ぼす可能性

があります。 

・原材料市況の動向について 

  原材料市況の動向により製品原価が上昇した場合、販売先・競合他社との兼ね合いにより、販売価格への転嫁の状

況次第によっては、当社の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

・競合について 

  自社ブランド製品の開発・販売、地域密着型営業展開、施工業者への総合カタログの配布等により、管工機材業界

での認知度及び競争力の維持・向上に努めておりますが、同業他社による新製品の市場投入に伴う既存製品の値引販

売や新規事業者の市場参入、また、汎用製品においては独自性がないことによる同業他社との価格競争等、企業間競

争が激化した場合、当社の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

・建設業者の信用不安問題等について 

  管工機材業界は、建設業界に対して建設設備資材を供給しているため、建設業者等の信用不安問題や建設業界の不

況等により当業界は影響を受ける傾向にあります。当社は取引先に対する与信管理の強化、信用情報の日常的把握に

努めており、また、建設業者との直接の取引はありませんが、当社の販売先である管工機材販売店を通して間接的に

影響を受ける可能性があります。 

・法的規制について 

  取扱製品のうち、給排水衛生設備用金具については「建築基準法」、「水道法」、「住宅性能表示制度」等の規制

を受けております。これらの規制が強化されれば、品質・機能の改善・改良を余儀なくされ、それに伴う費用が製品

原価の上昇により、当社の経営成績に影響が生じる可能性があります。 
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  当社は住宅の水廻りパーツの開発・設計・販売を行っております。 

  企業集団についての事業系統図は、次のとおりであります。 

  

２．企業集団の状況
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(1）会社の経営の基本方針 

  当社は住まいの水廻りのパーツを提供する事業に携わる立場から、人々の暮らしに極めて係わりの深い水がもたら

す「潤い」という考えを重視し「共存共栄」「共生の精神」を行動原理とし、人を育て、製品やシステムを開発しそ

の価値を広く社会にお届けしていくことを、経営の基本方針としております。 

(2）目標とする経営指標 

  当社は、経営目標を掲げて経済環境の変化にも充分対応出来るような経営体制を目指し、以下の経営指標に継続的

に取り組んでまいります。 

①  自己資本比率      55％以上 

②  売上高経常利益率  10％以上 

③  株主資本利益率    15％以上 

(3）中長期的な会社の経営戦略 

  当社は、厳しい事業環境のなかで確かな経営を推進するために、「ミヤコファン潤いの向上」を経営目標として、

以下の施策を実行してまいります。 

①  付加価値の高い製商品の提供 

②  品揃えの強化 

③  迅速に対応できる物流サービス 

(4）会社の対処すべき課題 

  今後の事業環境の見通しにつきましては、個人消費の低迷等により景気の下振れ懸念の強い状況が続くものと考え

られます。また、東日本大震災により一部の復興需要が予想されますが、未確定要素が多く管工機材業界へ与える影

響を慎重に見極める必要があります。当社といたしましては、市場への供給責任を果たすとともに顧客のニーズにあ

った付加価値の高い商品を提供し、効率を重視した経営により収益向上に努めてまいります。  

  

(5）その他、会社の経営上重要な事項 

  該当事項はありません。  

  

３．経営方針
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４．財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,039,783 1,073,154

受取手形 1,283,626 1,336,248

売掛金 790,745 903,724

商品及び製品 847,046 739,766

貯蔵品 2,502 11,846

前払費用 11,496 10,637

繰延税金資産 34,018 35,610

譲渡債権未収入金 59,589 45,950

その他 5,713 16,851

貸倒引当金 △1,500 △1,400

流動資産合計 4,073,022 4,172,391

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※  583,244 ※  583,244

減価償却累計額 △506,067 △512,713

建物（純額） 77,177 70,531

構築物 7,302 7,302

減価償却累計額 △5,707 △5,979

構築物（純額） 1,595 1,322

車両運搬具 17,586 17,586

減価償却累計額 △16,879 △17,179

車両運搬具（純額） 707 407

工具、器具及び備品 254,610 255,610

減価償却累計額 △237,271 △242,870

工具、器具及び備品（純額） 17,339 12,740

土地 ※  369,722 ※  369,722

有形固定資産合計 466,541 454,723

無形固定資産   

ソフトウエア 5,515 3,728

電話加入権 4,961 4,961

無形固定資産合計 10,477 8,690

投資その他の資産   

投資有価証券 ※  107,899 ※  107,672

出資金 160 150

破産更生債権等 1,052 2,369

長期前払費用 830 449

繰延税金資産 125,965 123,001

保険積立金 91,204 98,563

敷金及び保証金 56,687 56,234

その他 8,857 8,751

貸倒引当金 △1,413 △2,712

投資その他の資産合計 391,243 394,480

固定資産合計 868,262 857,894

資産合計 4,941,285 5,030,285

ミヤコ株式会社（3424）　平成23年３月期決算短信〔日本基準〕（非連結）

ｰ 7 －



（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形 613,379 613,537

買掛金 586,707 706,102

短期借入金 30,000 300,000

1年内返済予定の長期借入金 ※  214,296 ※  214,296

未払金 38,727 44,007

未払費用 25,324 25,339

未払法人税等 133,202 126,271

未払消費税等 32,999 5,846

預り金 4,091 4,021

賞与引当金 52,000 51,000

その他 431 －

流動負債合計 1,731,159 2,090,424

固定負債   

長期借入金 ※  1,071,408 ※  557,112

役員退職慰労引当金 56,352 63,337

預り保証金 5,937 5,770

固定負債合計 1,133,698 626,219

負債合計 2,864,857 2,716,644

純資産の部   

株主資本   

資本金 564,952 564,952

資本剰余金   

資本準備金 118,386 118,386

その他資本剰余金 1,388 1,388

資本剰余金合計 119,774 119,774

利益剰余金   

利益準備金 68,339 68,339

その他利益剰余金   

別途積立金 2,100,000 2,100,000

繰越利益剰余金 1,186,681 1,419,525

利益剰余金合計 3,355,020 3,587,864

自己株式 ※  △1,966,120 ※  △1,966,261

株主資本合計 2,073,626 2,306,329

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 2,801 7,311

評価・換算差額等合計 2,801 7,311

純資産合計 2,076,427 2,313,641

負債純資産合計 4,941,285 5,030,285
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高   

製品売上高 3,233,946 3,306,865

商品売上高 3,065,967 3,180,484

売上高合計 6,299,913 6,487,349

売上原価   

製品期首たな卸高 772,264 673,566

商品期首たな卸高 209,495 173,480

当期製品仕入高 1,775,355 1,869,660

当期商品仕入高 2,581,858 2,680,446

合計 5,338,973 5,397,153

製品期末たな卸高 673,566 590,430

商品期末たな卸高 173,480 149,335

売上原価合計 4,491,927 4,657,386

売上総利益 1,807,986 1,829,962

販売費及び一般管理費   

荷造運搬費 133,654 141,100

販売促進費 9,918 13,353

広告宣伝費 17,277 21,685

貸倒引当金繰入額 － 2,101

役員報酬 83,400 89,600

給料 367,785 356,790

賞与 49,363 47,836

賞与引当金繰入額 50,500 47,634

役員退職慰労引当金繰入額 7,075 6,985

退職給付費用 30,288 29,987

福利厚生費 102,036 95,919

通信交通費 50,095 49,142

賃借料 15,022 14,028

地代家賃 110,696 108,520

水道光熱費 9,530 9,373

消耗品費 24,516 20,807

支払手数料 167,390 162,595

保険料 7,084 7,516

租税公課 16,785 16,867

減価償却費 21,010 14,417

研究開発費 ※１  25,467 ※１  25,864

その他 20,121 20,318

販売費及び一般管理費合計 1,319,021 1,302,445

営業利益 488,965 527,516
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業外収益   

受取利息 15 0

受取配当金 2,291 2,548

仕入割引 52,995 54,638

その他 11,604 11,076

営業外収益合計 66,908 68,264

営業外費用   

支払利息 20,931 16,671

売上割引 26,676 23,857

その他 39 6

営業外費用合計 47,647 40,535

経常利益 508,225 555,245

特別利益   

貸倒引当金戻入額 1,011 －

投資有価証券売却益 1,749 －

賞与引当金戻入額 2,640 －

特別利益合計 5,401 －

特別損失   

固定資産除却損 ※2  19 ※2  2

減損損失 ※3  40,775 －

投資有価証券売却損 － 9,627

投資有価証券評価損 207 －

保険解約損 3,043 －

特別損失合計 44,046 9,629

税引前当期純利益 469,581 545,615

法人税、住民税及び事業税 216,000 235,000

法人税等調整額 △21,909 △1,635

法人税等合計 194,091 233,365

当期純利益 275,490 312,250
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 564,952 564,952

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 564,952 564,952

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 118,386 118,386

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 118,386 118,386

その他資本剰余金   

前期末残高 1,388 1,388

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,388 1,388

資本剰余金合計   

前期末残高 119,774 119,774

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 119,774 119,774

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 68,339 68,339

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 68,339 68,339

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 2,100,000 2,100,000

当期変動額   

別途積立金の積立 － －

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,100,000 2,100,000

繰越利益剰余金   

前期末残高 984,724 1,186,681

当期変動額   

別途積立金の積立 － －

剰余金の配当 △73,533 △79,406

当期純利益 275,490 312,250

当期変動額合計 201,956 232,844

当期末残高 1,186,681 1,419,525
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

利益剰余金合計   

前期末残高 3,153,063 3,355,020

当期変動額   

別途積立金の積立 － －

剰余金の配当 △73,533 △79,406

当期純利益 275,490 312,250

当期変動額合計 201,956 232,844

当期末残高 3,355,020 3,587,864

自己株式   

前期末残高 △1,965,649 △1,966,120

当期変動額   

自己株式の取得 △470 △141

当期変動額合計 △470 △141

当期末残高 △1,966,120 △1,966,261

株主資本合計   

前期末残高 1,872,140 2,073,626

当期変動額   

剰余金の配当 △73,533 △79,406

当期純利益 275,490 312,250

自己株式の取得 △470 △141

当期変動額合計 201,486 232,703

当期末残高 2,073,626 2,306,329

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △3,161 2,801

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 5,962 4,510

当期変動額合計 5,962 4,510

当期末残高 2,801 7,311

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △3,161 2,801

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 5,962 4,510

当期変動額合計 5,962 4,510

当期末残高 2,801 7,311

純資産合計   

前期末残高 1,868,978 2,076,427

当期変動額   

剰余金の配当 △73,533 △79,406

当期純利益 275,490 312,250

自己株式の取得 △470 △141

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 5,962 4,510

当期変動額合計 207,449 237,213

当期末残高 2,076,427 2,313,641
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（４）キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 469,581 545,615

減価償却費 21,343 14,664

減損損失 40,775 －

長期前払費用償却額 334 380

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,000 △1,000

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △8,000 －

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 6,937 6,985

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,695 1,199

受取利息及び受取配当金 △2,307 △2,549

支払利息 20,931 16,671

固定資産除却損 19 2

投資有価証券売却損益（△は益） △1,749 9,627

投資有価証券評価損益（△は益） 207 －

保険解約損益（△は益） 3,043 －

売上債権の増減額（△は増加） 42,563 △151,962

たな卸資産の増減額（△は増加） 133,928 97,935

未収入金の増減額（△は増加） 12,319 △9,281

仕入債務の増減額（△は減少） △29,360 119,053

未払金の増減額（△は減少） △12,455 3,608

未払消費税等の増減額（△は減少） 32,999 △27,152

未払費用の増減額（△は減少） △773 15

その他 16,770 △3,406

小計 744,414 620,408

利息及び配当金の受取額 2,307 2,549

利息の支払額 △20,666 △16,101

法人税等の支払額 △139,534 △241,973

営業活動によるキャッシュ・フロー 586,520 364,882

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △4,767 △562

無形固定資産の取得による支出 △1,400 －

投資有価証券の取得による支出 △7,229 △20,497

投資有価証券の売却による収入 1,750 18,615

保険積立金の解約による収入 973 －

その他 △6,242 △6,895

投資活動によるキャッシュ・フロー △16,915 △9,340

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） － 270,000

長期借入金の返済による支出 △214,296 △514,296

自己株式の取得による支出 △108,048 △141

配当金の支払額 △73,660 △77,734

財務活動によるキャッシュ・フロー △396,004 △322,171

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 173,599 33,370

現金及び現金同等物の期首残高 866,183 1,039,783

現金及び現金同等物の期末残高 ※  1,039,783 ※  1,073,154
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     該当事項はありません。 

  

  

  

(5）継続企業の前提に関する注記

(6）重要な会計方針

項目 
前事業年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

  

その他有価証券 

時価のあるもの 

 当事業年度末日の市場価格等に基づく

時価法であります。（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  

  

時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用してお

ります。 

時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）商品・製品 

月別移動平均法による原価法（貸借対

照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）を採用しており

ます。 

(1）商品・製品 

同左 

   (2）貯蔵品 

 最終仕入原価法であります。 

(2）貯蔵品 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法によっております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

建物   ３～50年 

(1）有形固定資産 

同左 

  

  

(2）無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づいております。 

(2）無形固定資産 

同左 

ミヤコ株式会社（3424）　平成23年３月期決算短信〔日本基準〕（非連結）

ｰ 14 －



  

項目 
前事業年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

４．引当金の計上基準 

  

(1）貸倒引当金 

 売掛債権等の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については、

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

   (2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出に

あてるため、支給見込額を計上しており

ます。 

(2）賞与引当金 

同左 

   （3）役員賞与引当金   

    ―――――― 

（追加情報）  

役員に支給する賞与の支出に備えるた

め、当事業年度末における支給見込額を

計上しておりましたが、平成22年１月21

日開催の取締役会において、役員報酬規

約の改定が決議されたことに伴い、当事

業年度に役員賞与引当金を全額取崩して

おります。 

（3）役員賞与引当金 

       ―――――― 

  

  

(4）役員退職慰労引当金 

 役員に対する退職慰労金の支給に備え

るため、役員退職慰労金規約に基づく当

事業年度末要支給額を計上しておりま

す。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

５．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 キャッシュ・フロー計算書における資金

（現金及び現金同等物）は、手許現金、随

時引き出し可能な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３ヵ月以内

に償還期限の到来する短期投資からなって

おります。 

同左 

６．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方式によって

おります。 

消費税等の会計処理 

同左 
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(7）会計処理方法の変更

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

―――――― （資産除去債務に関する会計基準の適用） 

  当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除

去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。 

 これによる営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に

与える影響はありません。  

(8）財務諸表に関する注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成22年３月31日） 

当事業年度 
（平成23年３月31日） 

※  担保に供している資産及びこれに対応する債務は次

のとおりであります。 

※  担保に供している資産及びこれに対応する債務は次

のとおりであります。 

(1）担保に供している資産 (1）担保に供している資産 

建物 千円43,177

土地  28,259

投資有価証券  42,200

計  113,637

建物 千円40,298

土地  28,259

投資有価証券  40,880

計  109,437

 上記のほか自己株式のうち 千円を担

保に供しております。 

1,896,960  上記のほか自己株式のうち 千円を担

保に供しております。 

1,896,960

(2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 

１年内返済予定長期借入金  214,296

長期借入金  1,071,408

計  1,285,704

１年内返済予定長期借入金  214,296

長期借入金  557,112

計  771,408

（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

※１．研究開発費の総額  ※１．研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる 

研究開発費 
千円25,467

一般管理費に含まれる 

研究開発費 
千円25,864

※２．固定資産除却損は、車輛運搬具 千円、什器備品

千円であります。 

3 16 ※２．固定資産除却損は、什器備品 千円であります。 2

※３．減損損失              ―――――― 

 当事業年度において、当社は以下の資産について減

損損失を計上しました。 

         

場所 用途 種類 

香川県三豊市 売却予定資産 土地 

  

 当社は、当事業年度において、時価が著しく下落し

た資産の帳簿価額を回収可能価額まで減少し、当該減

少額を減損損失 千円として計上しております。

 なお、当資産の回収可能性価額は正味売却価額で測

定しております。 

40,775
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前事業年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加454株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  

（株主資本等変動計算書関係）

  （単位：株）

  
前事業年度末 

株式数 
当事業年度 
増加株式数 

当事業年度 
減少株式数 

当事業年度末 
株式数 

発行済株式                        

普通株式  4,587,836  －  －  4,587,836

合計  4,587,836  －  －  4,587,836

自己株式                        

普通株式（注）  1,646,342  454  －  1,646,796

合計  1,646,342  454  －  1,646,796

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成21年６月26日 

定時株主総会 
普通株式  44,122  15.0 平成21年３月31日 平成21年６月29日

平成21年11月４日 

取締役会 
普通株式  29,410  10.0 平成21年９月30日 平成21年12月10日

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成22年６月29日 

定時株主総会 
普通株式  49,997

利益 

剰余金 
 17.0 平成22年３月31日 平成22年６月30日
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当事業年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加156株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  

  

  （単位：株）

  
前事業年度末 

株式数 
当事業年度 
増加株式数 

当事業年度 
減少株式数 

当事業年度末 
株式数 

発行済株式                        

普通株式  4,587,836  －  －  4,587,836

合計  4,587,836  －  －  4,587,836

自己株式                        

普通株式（注）  1,646,796  156  －  1,646,952

合計  1,646,796  156  －  1,646,952

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成22年６月29日 

定時株主総会 
普通株式  49,997  17.0 平成22年３月31日 平成22年６月30日

平成22年11月５日 

取締役会 
普通株式  29,408  10.0 平成22年９月30日 平成22年12月10日

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成23年６月29日 

定時株主総会 
普通株式  44,113

利益 

剰余金 
 15.0 平成23年３月31日 平成23年６月30日

（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

（平成22年３月31日現在） （平成23年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 1,039,783千円 

現金及び現金同等物  1,039,783

現金及び預金勘定 千円 1,073,154

現金及び現金同等物  1,073,154
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      金融商品関係に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を

  省略しております。 

   

  

  前事業年度（平成22年３月31日現在） 

  １．その他有価証券 

（注）非上場株式（貸借対照表計上額2,225千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と

認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

  

２．前事業年度中に売却したその他の有価証券（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

  

３．減損処理を行った有価証券 

前事業年度において、その他有価証券の株式について207千円の減損処理を行っております。 

 なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損

処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減

損処理を行っております。 

  

当事業年度（平成23年３月31日現在） 

１．その他有価証券 

（注）非上場株式（貸借対照表計上額4,225千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と

認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

  

２．当事業年度中に売却したその他の有価証券（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

  

  

（金融商品関係）

（有価証券関係）

  種類 
貸借対照表計上額

（千円） 
取得原価 
（千円） 

差額 
（千円） 

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの 株式  70,202  48,375  21,826

貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの 株式  35,472  52,630  △17,158

合計  105,674  101,006  4,668

種類 売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

株式  1,750  1,749  －

  種類 
貸借対照表計上額

（千円） 
取得原価 
（千円） 

差額 
（千円） 

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの 株式  66,226  44,782  21,444

貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの 株式  37,220  46,479  △9,258

合計  103,447  91,261  12,185

種類 売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

株式  18,615  1,891  11,518
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  前事業年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

   当社はデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

  当事業年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

   当社はデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

  

１．採用している退職給付制度の概要 

前事業年度（平成22年３月31日現在） 

 当社は、適格退職年金制度を設けておりましたが、平成16年10月１日付で適格退職年金制度を廃止し、同日

付で確定拠出年金の導入と中小企業退職金共済制度へ移行しました。なお、総合設立厚生年金基金については

継続して採用しております。 

 なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次のとおりであります。

（1）制度全体の積立状況に関する事項（平成21年３月31日現在） 

（2）制度全体に占める当社の掛金拠出割合（平成21年３月31日現在） 

当事業年度（平成23年３月31日現在） 

 当社は、適格退職年金制度を設けておりましたが、平成16年10月１日付で適格退職年金制度を廃止し、同日

付で確定拠出年金の導入と中小企業退職金共済制度へ移行しました。なお、総合設立厚生年金基金については

継続して採用しております。 

 なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次のとおりであります。

（1）制度全体の積立状況に関する事項（平成22年３月31日現在） 

（2）制度全体に占める当社の掛金拠出割合（平成22年３月31日現在） 

２．退職給付費用の内訳 

  

  

（デリバティブ取引関係）

（退職給付関係）

  （単位：千円） 

年金資産の額  39,198,288

年金財政計算上の給付債務の額  63,919,218

差引額  △24,720,930

       

  0.90％ 

  （単位：千円） 

年金資産の額  45,017,730

年金財政計算上の給付債務の額  58,691,803

差引額  △13,674,073

       

  0.98％ 

  
前事業年度 

（平成22年３月31日） 
当事業年度 

（平成23年３月31日） 

勤務費用（千円） 

退職給付費用（千円） 

 31,708

 31,708

 31,463

 31,463
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  前事業年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

   該当事項はありません。 

  

  当事業年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

   該当事項はありません。 

  

（ストック・オプション等関係）

（税効果会計関係）

前事業年度 
（平成22年３月31日） 

当事業年度 
（平成23年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

繰延税金資産 （千円）

賞与引当金  20,800

未払事業税否認  9,792

役員退職慰労引当金  22,541

貸倒引当金超過額  191

ゴルフ会員権評価損  544

投資有価証券評価損  1,090

減損損失  103,469

その他  3,424

繰延税金資産合計  161,851

繰延税金負債      

その他有価証券評価差額金  △1,867

繰延税金資産の純額  159,983

繰延税金資産 （千円）

賞与引当金  20,400

未払事業税否認  9,236

役員退職慰労引当金  25,335

貸倒引当金超過額  437

ゴルフ会員権評価損  544

減損損失  101,571

その他  5,963

繰延税金資産合計  163,486

繰延税金負債      

その他有価証券評価差額金  △4,874

繰延税金資産の純額  158,611

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異が、法定実効税率の100分の５以下であるため

注記を省略しております。 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳 

 法定実効税率   40.0％

  （調整）   

 交際費損金不算入額  0.2％

 住民税均等割  0.6％

 その他   2.0％

    税効果会計適用後の法人税等負

担率 
 42.8％
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  前事業年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

   該当事項はありません。 

  

  当事業年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

    該当事項はありません。  

   

  前事業年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

   該当事項はありません。 

  

  当事業年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

   該当事項はありません。  

  

  当事業年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

    会社の事業の運営において重要なものはございません。  

  

  

  前事業年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

   該当事項はありません。 

  

  当事業年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

   該当事項はありません。 

  

  

  【セグメント情報】 

   当事業年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

       当社は、管材事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

  

   （追加情報） 

       当事業年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

        当事業年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27日） 

及び「セグメン情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21

日）を適用しております。 

   

  

   前事業年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

  該当事項はありません。 

  

   当事業年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

  該当事項はありません。 

  

（持分法損益等）

（企業結合等関係）

（資産除去債務関係）

（賃貸不動産関係）

（セグメント情報等）

（関連当事者情報）
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（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  前事業年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

   該当事項はありません。 

  当事業年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

   該当事項はありません。 

（１株当たり情報）

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１株当たり純資産額 706.02円 

１株当たり当期純利益金額 93.67円 

１株当たり純資産額 786.72円 

１株当たり当期純利益金額 106.18円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

同左 

  
前事業年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当期純利益（千円）  275,490  312,250

普通株主に帰属しない金額（千円）  －     － 

普通株式に係る当期純利益（千円）  275,490  312,250

期中平均株式数（株）  2,941,156  2,940,917

（重要な後発事象）
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(1）役員の異動 

  ①代表取締役の異動 

  該当事項はありません。 

  

   ②その他の役員の異動 

    平成23年４月１日付をもって、つぎのとおり役職の異動となりました。 

      常務取締役社長室長        多谷本昌利（旧 常務取締役営業本部長） 

     取締役営業本部長         石原 利幸（旧 取締役商品統括部長） 

  

    平成23年６月29日開催予定の定時株主総会で退任予定 

    ・退任予定取締役  

     社外取締役            向井 泰彦 

  

  

(2）その他 

    該当事項はありません。 

  

５．その他
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